
 

 

 

 
 
 

 
 
 

和解契約書(一部) 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年(東)第○号事件(以下「本件」と

いう。)につき、申立人Ｘ１、同Ｘ２、同Ｘ３、同Ｘ４、同Ｘ５、同Ｘ６、同Ｘ

７及び同Ｘ８（以下申立人８名を総称して「申立人ら」という。）と被申立人東

京電力ホールディングス株式会社(以下「被申立人」という。)は、次のとおり和

解する。 
第１ 和解の範囲 

申立人らと被申立人は、本件に関し、平成２８年１２月２６日付の被申立人

答弁書記載の、申立人らと被申立人との間に争いがない別紙記載の損害項目及

び期間について、一部和解することとし、それ以外の点について、本和解の効

力は及ばないことを相互に確認する。 
第２ 和解金額 

被申立人は、申立人らに対し、第１項記載の損害項目（同項記載の期間に限

る。）についての和解金として、合計金４４００万７０４２円の支払義務があ

ることを認める。 
第３ 支払方法 
  （省略） 
第４ 継続協議 
  申立人ら及び被申立人は、本件に係る損害賠償金額を確定させるように引

き続き本和解仲介手続きにおける協議を続行する。 
 
 本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人ら及び被申立

人が署名(記名)押印の上、申立人らが１通、被申立人が１通をそれぞれ保有する

ものとする。また、被申立人は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛

争解決センターに交付する。 
平成２９年２月２日 
 
 
（仲介委員 今泉 秀和） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

避難指示解除準備区域（南相馬市小高区）の同一敷地に所在する２棟の建物に居住して

いた申立人ら（夫婦及びその子３名並びに夫の両親及び妻の母）について、申立人夫の

母が左半身軽度麻痺の状態にあり、同人を申立人夫の父が介護したこと等を考慮して、

申立人夫の父母の日常生活阻害慰謝料（増額分）として、それぞれ、平成２３年３月分

から新たに住居を購入した月の前月である平成２７年９月分まで、月額６万円（申立人

夫の父母とその他の申立人らとの別離が生じていた４１か月間）又は月額３万円（その

他の１４か月間）が賠償されたほか、財物損害（家財）について、直接請求手続におい

ては、１世帯であることを前提に算定した金額が支払われていたが、２世帯であること

を前提に算定した金額が賠償された事例（申立人夫の母の日常生活阻害慰謝料（増額分）

及び財物損害については、いずれも既払い金を除く。）。 
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和解契約書(全部和解) 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年(東)第○号事件(以下「本件」と

いう。) につき、申立人Ｘ１、同Ｘ２、同Ｘ３、同Ｘ４、同Ｘ５、同Ｘ６、同Ｘ

７及び同Ｘ８（以下申立人８名を総称して「申立人ら」という。）と被申立人東

京電力ホールディングス株式会社(以下「被申立人」という。) は、次のとおり

和解する。 
第１ 和解の範囲 

申立人らと被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記の期間に限る。）

について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばな

いことを相互に確認する。 
記 

１ 損害項目 
（１）避難費用 

  ア 避難交通費                ８万３０３０円 

  イ 避難宿泊費                ７万５６００円 

  ウ 避難先駐車場料金           １５４万５７２６円 

（２）一時立入費用（交通費）          ２９万２０１０円 

（３）家財道具移動費用（申立人Ｘ１分）      ７万６１００円 

（４）生活費増加費用 

  ア 家財・日用品購入費           １５万０５１５円 

  イ 交通費増加分              ３２万２０９８円 

  ウ 水道光熱費               ４１万５００９円 

  エ 住民票謄本取得代                ４００円 

  オ 検査料（申立人Ｘ１分）          １万８８６０円 

（５）家財賠償                ３８２万００００円 

（６）精神的損害（飼い犬四匹の喪失慰謝料）   １０万００００円 

（７）日常生活阻害慰謝料（基礎部分） 

ア 申立人Ｘ１分             ７６０万００００円 

イ 申立人Ｘ２分             ７６０万００００円 

ウ 申立人Ｘ３分             ７６０万００００円 

エ 申立人Ｘ４分             ７６０万００００円 

オ 申立人Ｘ５分             ７６０万００００円 

カ 申立人Ｘ８分             ５１０万００００円 

（８）日常生活阻害慰謝料（増額分） 

ア 申立人Ｘ６分             ２８８万００００円 

イ 申立人Ｘ７分             ２４０万００００円 

  （９）避難・帰宅等に係る費用（包括賠償） 

    ア 申立人Ｘ１分             １１４万７０００円 

避難指示解除準備区域（南相馬市小高区）の同一敷地に所在する２棟の建物に居住して

いた申立人ら（夫婦及びその子３名並びに夫の両親及び妻の母）について、申立人夫の

母が左半身軽度麻痺の状態にあり、同人を申立人夫の父が介護したこと等を考慮して、

申立人夫の父母の日常生活阻害慰謝料（増額分）として、それぞれ、平成２３年３月分

から新たに住居を購入した月の前月である平成２７年９月分まで、月額６万円（申立人

夫の父母とその他の申立人らとの別離が生じていた４１か月間）又は月額３万円（その

他の１４か月間）が賠償されたほか、財物損害（家財）について、直接請求手続におい

ては、１世帯であることを前提に算定した金額が支払われていたが、２世帯であること

を前提に算定した金額が賠償された事例（申立人夫の母の日常生活阻害慰謝料（増額分）

及び財物損害については、いずれも既払い金を除く。）。 
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    イ 申立人Ｘ２分             １１４万７０００円 

    ウ 申立人Ｘ３分             １１４万７０００円 

    エ 申立人Ｘ４分             １１４万７０００円 

    オ 申立人Ｘ５分             １１４万７０００円 

カ 申立人Ｘ８分              １５万１２００円 

  （１０）本件和解仲介に関する弁護士費用    １８３万４９６６円 

２ 期間 
（１）アにつき、平成２３年４月２４日から平成２４年４月１日まで 
（１）イにつき、平成２３年６月３日から同年８月２日まで 
（１）ウにつき、平成２３年７月１６日から平成２９年９月３０日まで 
（２）につき、平成２３年５月２６日から平成２４年４月１０日まで 
（３）につき、平成２４年３月５日付請求書（領収書）分 
（４）アにつき、平成２４年１月２日から平成２４年５月２４日まで 
（４）イにつき、平成２３年４月１０日から平成２４年３月１日まで 
（４）ウにつき、平成２３年８月１日から平成２９年１０月３１日まで 
（４）オにつき、平成２３年１１月８日付領収証分 
（７）アないしオにつき、平成２３年１２月１日から平成３０年３月３１日 

まで 
（７）カにつき、平成２３年３月１１日から平成３０年３月３１日まで 
（８）につき、平成２３年３月１１日から平成２７年９月３０日まで 
（９）アないしオにつき、平成２４年６月１日から平成３０年３月３１日ま 
  で 
（９）カにつき、平成２４年６月１日から平成２５年５月３１日まで 

第２ 和解金額 
被申立人は、申立人らに対し、前項記載の損害項目（同項記載の期間に限る。）

についての和解金として、金６３００万０５１４円の支払義務があることを認

める。 
第３ 既払金 

申立人ら及び被申立人は、被申立人が申立人らに対し、平成２９年２月２日

付和解契約書（一部）記載のとおり、本件の賠償金として、金４４００万７０

４２円を支払済みであることを確認する。 
第４ 支払方法 
  （省略） 
第５ 清算 
  申立人らと被申立人は、第１項記載の損害項目（同項記載の期間に限る。）

について、以下の点を相互に確認する。 
１ 本和解に定める金額を超える部分につき、本和解の効力が及ばず、申立人

らが被申立人に対して別途損害賠償請求することを妨げない。ただし、本件

和解仲介に関する弁護士費用については、本和解に定めるもののほか、当事

者間に何らの債権債務がない。 
２ 本和解に定める金額に係る遅延損害金につき、申立人らは被申立人に対し

て別途請求しない。 
第６ 手続費用  

本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 
 
 本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人ら及び被申立

人が署名(記名)押印の上、申立人らが１通、被申立人が１通をそれぞれ保有する

ものとする。また、被申立人は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛

争解決センターに交付する。 



平成３１年４月４日 
 
 
（仲介委員 今泉 秀和） 
 


